
　止の期間の短期及び長期とする。
２　 有資格業者が次の各号のいずれかに該当することとなった場合における指名停止の期
　間の短期は、それぞれ別表各号に定める短期の �倍（当初の指名停止の期間が �箇月に満
　たないときは、���倍）の期間とする。
　（１）　 別表第 �各号又は別表第 �各号の措置要件に係る指名停止期間の満了後 �年を経�
　　　 過するまでの間に（指名停止の期間中を含む。）、それぞれ別表第 �各号又は別表第
　　　 �各号の措置要件に該当することとなったとき。
　（２）　 別表第 �第 �号から第 �号まで又は第 �号から第 �号までの措置要件に係る指名
　　　 停止の期間の満了後 �年を経過するまでの間に、それぞれ同表第 �号から第 �号ま
　　　 で又は第 �号から第 �号までの措置要件に該当することとなったとき（前号に掲げ
　　　 る場合を除く。）。
３　 知事は、有資格業者について情状酌量すべき特別の事由があるため、別表各号及び前
　�項の規定による指名停止の期間の短期未満の期間を定める必要があるときは、指名停
　止の期間を当該短期の �分の �まで短縮することができる。
４　 知事は、有資格業者について、極めて悪質な事由があるため又は極めて重大な結果を
　生じさせたため、別表各号及び第 �項の規定による長期を超える指名停止の期間を定め
　る必要があるときは、指名停止の期間を当該長期の �倍まで延長することができる。
５　 知事は、指名停止の期間中の有資格業者について、情状酌量すべき特別の事由又は極
　めて悪質な事由が明らかとなったときは、別表各号及び前各項に定める期間の範囲内で
　指名停止の期間を変更することができる。
６　 知事は、指名停止の期間中の有資格業者が、当該指名停止について責めを負わないこ
　とが明らかとなったと認めたときは、当該有資格業者について指名停止を解除するもの
　とする。
　（指名停止の通知）
第 �条　 知事は、第 �条第 �項の規定により指名停止を行い、前条第 �項の規定により指
　名停止の期間を変更し、又は同条第 �項の規定により指名停止を解除したときは、当該
　有資格業者に対し遅滞なくそれぞれ様式第 �号、様式第 �号又は様式第 �号により通知
　するものとする。ただし、知事が通知する必要がないと認めるときは、通知を省略する
　ことができる。
２　 知事は、前項の規定により指名停止の通知をする場合において、当該指名停止の事由
　が物品及び業務委託等契約に関するものであるときは、必要に応じて改善措置の報告を
　徴するものとする。
　（随意契約の相手方の制限）
第 �条　 契約担当者は、指名停止の期間中の有資格業者を随意契約の相手方としてはなら�
　ない。ただし、やむを得ない事由があり、あらかじめ知事の承認を受けたときは、この
　限りでない。
　（指名停止に至らない事由に関する措置）
第 �条　 知事は、指名停止を行わない場合において、必要があると認めるときは、当該有�
　資格業務に対し、書面又は口頭で警告又は注意の喚起を行うことができる。
　（指名停止委員会の設置）
第 �条　 知事は、有資格業務の指名停止を審議するため、指名停止委員会（以下「委員会�」
　という。）を設置する。
　（委員会の組織）
第 �条　 委員会の委員は、出納局長、会計課長、出納局政策調整審議員、管理調達課長及び
　管理調達課課長補佐をもって充てる。
２　 委員会に会長を置き、出納局長をもって充てる。
３　 会長に事故があるときは、会長があらかじめ指名する委員がその職務を代理する。
　（委員会の審議）
第 �条　 委員会は、会長が招集し、会長がその会議の議長となる。
２　 委員会は、委員の �分の �以上の出席がなければ会議を開くことができない。
３　 委員会は、必要により会計規則第 �条第 �号に規定する課局及び同条第 �号に規定す
　る地方支出機関（以下「主務課」という。）の長の出席を求めることができる。
　（議決の方法等）
第 ��条　 委員会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決す
　るところによる。
２　 会長は、審議の結果を知事に報告するものとする。
３　 委員会は、公開しない。
　（報告等）
第 ��条　 主務課の長は、有資格業者が別表各号に掲げる措置要件のいずれかに該当すると
　きは、速やかに様式第 �号による報告書をその所属する部（局）長を経由して出納局長
　に提出するものとする。
２　 出納局長は、知事が有資格業者について第 �条第 �項の規定により指名停止を行い、第
　�条第 �項の規定により指名停止の期間を変更し、又は同条第 �項の規定により指名停止を
　解除したときは、直ちに、関係機関（県の機関に限る。）の長に通知するものとする。
　（庶務）
第 ��条　 委員会の庶務は、出納局管理調達課において処理する。

8 熊 本 県 公 報 第 1  0  8  9  9号平成14年10月18 日　金曜



9

　　　 附　 則
　この要領は、告示の日から施行する。
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期　　　間措　　置　　要　　件

逮捕又は公訴を知った日から

�箇月以上��箇月以内

�箇月以上�箇月以内

�箇月以上�箇月以内

逮捕又は公訴を知った日から

�箇月以上�箇月以内

�箇月以上�箇月以内

�箇月以上�箇月以内

逮捕又は公訴を知った日から

�箇月以上�箇月以内

�箇月以上�箇月以内

当該認定をした日から

�箇月以上�箇月以内

当該認定をした日から

�箇月以上�箇月以内

（贈賄）

１　次の���、���又は���に掲げる者が熊本県の職員（以下　「県職

　員」という。）に対して行った贈賄の容疑により逮捕され、又は逮

　捕を経ないで公訴を提起されたとき。

　���　�有資格業者である個人又は有資格業者である法人の代表権を

　　有する役員（代表権を有すると認めるべき肩書きを付した役員を

　　含む。以下「代表役員等」という。）

　���　�有資格業者の役員又はその支店若しくは営業所（常時契約

　　　（建設工事並びに測量、調査、試験、設計等の建設工事に係る

　　委託及び道路等の公共土木施設の維持管理に係る委託に係る契約

　　を除く。）を締結する事務所をいう。）を代表とする者で代表役員

　　等以外のもの（以下　「一般役員等」という。）

　���　�有資格業者の使用人で���に掲げる者以外のもの（以下「使

　　用人」という。）

２　次の���、���又は���に掲げる者が県内の他の公共機関　（国、地

　方公共団体、公社及び公団をいう。）の職員に対して行った贈賄の

　容疑により逮捕され、又は逮捕を経ないで公訴を提起されたとき。

　����　代表役員等

　����　一般役員等

　���　�使用人

３　次の���又は���に掲げる者が県外の他の公共機関の職員に対し

　て行った贈賄の容疑により逮捕され、又は逮捕を経ないで公訴を提

　起されたとき。

　���　代表役員等

　���　�一般役員等

（独占禁止法違反行為）

４　業務に関し私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭

　和��年法律第��号。以下「独占禁止法」という。）第�条又は第

　�条第�項第�号に違反し、物品及び業務委託等契約の相手方とし

　て不適当であると認められるとき（次号に掲げる場合を除く。）。

５　物品及び業務委託等契約に関し、独占禁止法第�条又は第�条第

　�項第�号に違反し、物品及び業務委託等契約の相手方として不適

　当であると認められるとき。
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